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SIPの研究目標: 熱効率50%

学理の力で技術進化を急加速

ディーゼルエンジン
ガソリンエンジン

過給ガソリン
エンジン

世界の
トレンド線
世界の
トレンド線

HV用ガソリン
エンジン
HV用ガソリン
エンジン

産のニーズの明確化

人材交流
成果実用化

SIP革新的燃焼技術

産 学

目標 ①

最大熱効率を

50％

目標 ②

持続的な産産学学

連携の構築

日本初の革新的内燃機関を、地球環境を救う切り札に

　速くて快適な移動手段として、日々の暮らし、産業、社会活動を支える自動

車。地球環境問題を背景に走行性能、安全性能に加え、いっそうの環境性能

の向上が求められています。SIP革新的燃焼技術では、自動車用の内燃機関

の熱効率を最大50%へと飛躍的に向上させ、環境負荷の低減を目指します。

また、産学官による研究開発体制の構築を通じ、我が国の実用工学の発展と

国際競争力の向上に寄与します。

プログラムディレクター(PD)　杉山 雅則(トヨタ自動車株式会社)

内閣府PD（杉山雅則）

JST（管理法人）

推進委員会
議長：杉山雅則（ 事務局：内閣府PD）
委員：古野志健男（サブPD ）、経済産業省、
文部科学省、JST、産学有識者

プログラム
会議

議長：杉山雅則（ 事務局：JSTPD）　
委員：古野志健男（サブ
産学有識者  オブザーバー：内閣府

PD ）、

計画に関してPDへ提言

プロジェクトのマネジメント

約 80 大学が集結し4 チームで構成

自動車用内燃機関技術研究組合　

燃焼研究委員会

ガソリン
燃焼分科会

ディーゼル
燃焼・制御分科会

CAE・PM
分科会

摩擦損失低減
分科会

ガソリン燃焼チーム
ガソリン燃焼分科会慶應義塾大学

飯田訓正
クラスター大学

ディーゼル燃焼チーム
ディーゼル燃焼・制御分科会　　　京都大学

石山拓二
クラスター大学

制御チーム
ディーゼル燃焼・制御分科会
CAE・PM 分科会東京大学

金子成彦
クラスター大学

損失低減チーム
排気エネルギー活用分科会
摩擦損失低減分科会

早稲田大学
大聖泰弘

クラスター大学

排気エネルギー
活用分科会

連携協定

SIP革新的燃焼技術の研究実施体制

オールジャパンの研究体制

　SIP革新的燃焼技術は、様々な専門分野を持つ大学・公的研究機関の研究者が集

結し、「ガソリン燃焼チーム」、「ディーゼル燃焼チーム」、「制御チーム」、「損失低減

チーム」の4チームから構成されている。4名の研究責任者が各チームを率い、互い

に成果を授受しながら研究を進める。

　一方で、日本の自動車メーカー9社と2団体で構成される自動車用内燃機関技術

研究組合(AICE)が、プロジェクトの管理法人である国立研究開発法人科学技術振

興機構(JST)と連携協定を結び、広範囲にわたってプロジェクトを支援する。

　このように「産」と「学」だけでなく、「産」と「産」、「学」と「学」が密接に連携する、

「産産学学連携体制」が構築された。

小野測器
横浜テクニカルセンター内

堀場製作所本社・工場内

ガソリン燃焼チーム
SIPエンジンラボ

損失低減チーム
早大ラボ

ディーゼル燃焼チーム
京都エンジン実験 センター

制御チーム
東大ラボ

赤字は実機ベースの
研究開発拠点

山口大学

香川大学
徳島大学

大分大学

鳥取大学

広島大学
岡山大学

九州大学

長崎大学

茨城大学
宇宙航空研究開発機構
産業技術総合研究所　　　　
東京理科大学
千葉大学
東海大学　　　　　
海上・港湾・航空技術研究所
上智大学
日本大学

群馬大学
宇都宮大学
早稲田大学
慶應義塾大学
小野測器

（オープンラボ）
東京大学
東京工業大学
東京都市大学
東京農工大学
明治大学
横浜国立大学

名古屋工業大学
名古屋大学
名城大学
大阪大学
大阪工業大学
大阪府立大学
同志社大学 地図はSIP燃焼への参画機関があるエリアを中心に表示

熊本大学

東北大学

福井大学

京都大学

滋賀県立大学
堀場製作所

（オープンラボ）

北海道大学 　プロジェクトへの参画者数は5年間の累積で延べ約

1300名、AICEからの支援者は毎年120名にのぼる。研究

者の専門分野は、エンジン燃焼だけでなく、基礎燃焼、計

算科学、制御理論、化学反応、トライボロジー、乱流等多

岐にわたり、所属機関は日本全国に跨っている。これらの

多様なメンバーの力を融合し、熱効率向上という一つの

大きな成果へ繋げるため、研究責任者が所属するリー

ダー大学では、メンバーが自由に利用できる研究拠点が

整備された。研究拠点では、プロジェクトメンバーによる

産学、専門分野、キャリアの壁を越えた議論が展開され、

オープンイノベーションの場としての機能を果たしている。

●産⇒学： 産の共通ニーズを提示
●学⇒産： 基礎的知見の提供
●学⇔産： 持続的な人材・ニーズ・シーズの行き来

SIP 革新的燃焼技術の全体目標

産産学学連携による研究体制

プラットフォームとなる研究拠点の整備

1



①超希薄な混合気

②強いタンブル流動

③スーパー点火

④火炎核群を生成・蓄積

⑤タンブル流動が崩壊

⑥多数の火炎核が同時に火炎伝播

①プレ燃料噴射（低い貫徹力）

②壁から離れた場所で発熱

③メイン燃料噴射（発展型逆デルタ ）

④噴霧に多くの空気を巻込

⑤低流動＆高速な燃焼

初期燃焼初期燃焼

後期燃焼後期燃焼

・ターボ過給の高効率化 　
・熱電変換システムの高効率化

⑥火炎の表面積を増大、中央部に分布

ガソリン燃焼

超希薄燃焼

ディーゼル燃焼

高速空間燃焼

熱効率 51.5％ 熱効率 50.1％

損失低減 機械摩擦損失の低減 排気エネルギー有効利用
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正味最大熱効率50％超を達成した技術の概要

正味最大熱効率50％超達成の推移

　産産学学連携の体制構築と運営の成功により、以下のような研究成果を統合することによって、ガソリンエンジンでは51.5％、ディーゼル

エンジンでは50.1％の正味最大熱効率を達成した。
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ディーゼル燃焼ガソリン燃焼
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年度年度

燃焼による燃焼による 損失低減による損失低減による

2017201620152014

50.1％51.5％

● ガソリン燃焼コンセプト：「超希薄燃焼

　（スーパーリーンバーン）」の実現
● ディーゼル燃焼コンセプト：

　「高速空間燃焼」の実現
● 機械摩擦損失の低減
● ターボ過給の高効率化
● 熱電変換システムの高効率化

最大熱効率50%超の達成
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　本プロジェクトでは、先進的な流動・燃焼場を高精度に解析できる、科学的にも実用的にも優れた燃焼解析ソフトウェア「ＨＩＮＯＣＡ（火

神）」を開発した。ＨＩＮＯＣＡには、複雑な流動、超希薄燃焼、またＰＭ（粒子状物質）生成等の現象を物理および化学に基づき捉えモデル化し

たＲＹＵＣＡ（粒神）などの本プロジェクトによる最先端の知見が導入されている。

　また、格子生成が不要な計算手法を取り入れており、計算の前処理に要する時間を大幅に削減することができる。さらに、燃焼過程におけ

る現象ごとにサブモデルが構築され、それらを入れ替えることによって、様々な燃焼に対応可能である。このように、産学双方に魅力的である

とともに、ＳＩＰ終了後も最新の知見を入れ込んで成長できるソフトウェアとなるように設計された。

ひ の か

HINOCAの構成については、32ページをご覧ください

主な
関連論文

①川内智詞，高木正英：ガソリン噴霧及びディーゼル噴霧における分裂モデルの適用性に関する検討，自動車技術会 2018 年春季大会
学術講演会講演予稿集，20185013(2018)、 ②堀司：火花点火機関における放電経路伸長と再放電のモデリング，自動車技術会論文
集 48(3):641-647(2017)、 ③神長龍一他：LES 版 HINOCA のエンジンポート定常流計算，第 28 回内燃機関シンポジウム講演予稿集
20178070 (2017)、④神長隆史他：火花点火ガソリンエンジンにおける燃焼のサイクル間変動の LES 解析，自動車技術会 2018 年春季大
会学術講演会講演予稿集，20185159(2018) 

 直交格子法と境界埋込 (IB) 法の併用により、形状データから直ちに高効率並列計算による燃焼解析が可能（図 1）。

 定常ポート流検証において、ポート形状差の効果を再現し、流量係数の誤差は１％以内（図 2）。

 SIP で開発された層流燃焼速度モデル、乱流燃焼モデルの組込みにより、幅広い燃料濃度範囲で使用可（図 3）。

既存ソフトではエンジ

ン形状ごとに格子生成

が必要であり、その過

程に数週間から数か月

の時間を要した。

実施内容：移動境界に対応した新しいIB法の開発による保存
性向上、噴霧計算機能/液体燃料物性自動計算機能の組込
み、放電経路の伸長/再放電を考慮した点火モデルの組込み、
火炎伝播計算機能/SIP発の層流燃焼速度モデルおよび乱流
燃焼モデルの組込み、ノック予測モデルの組込み。

搭載した新知見：ガソリン燃焼チームにより筒内流動は
必ずしも完全発達した乱流場ではないことが示唆され
たので、遷移状態を考慮した熱流束モデルを導入。MIE
遷移を含む最小点火エネルギーを考慮した火炎核成長
モデルの導入。

今後の課題：格子の配置・細分化の効
率化などを進めることにより、企業
ニーズに応える計算速度を実現する。

HINOCA：エンジン形状データから直ちに燃焼計算ができる

制御チーム/ガソリン燃焼チーム

CAE グループ 全6大学 溝渕、南部（JAXA）
草鹿、神長（早稲田大学）、片岡（大阪府立大学）、
名田（徳島大学）、店橋（東京工業大学）

図1 エンジン形状データから直ちに燃焼解析 図2 定常ポート流においてポート形状差の効果を定量的
に再現

図3 量産エンジンの圧力履歴を幅広い燃料濃度範囲で
再現(λ=1.0(上)、1.3(下))

 HINOCA の概要

流動／プラットフォーム 火炎伝播噴霧・液膜・PM形成 壁面冷却損失点火 ノック

3次元エンジン燃焼解析ソフトウェア「HINOCA（火神）」
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SIPを産学の連合体で引き継ぎ、共通プラットフォームを基盤に“産産学学連携”を発展させる。

産学MBD
ツール

管理団体

研究提案
（産学共同）

委託
（ソフト管理など）

研究提案
（産学共同）

研究費産学コンソーシアム

学の連合体
SIP燃焼

ニーズ提示、
人材

シーズ・研究提案・
研究成果

研究費

研究費

MBD (Model Based 
Development) 
：モデルベース開発

国
内閣府

経済産業省
文部科学省

・・

燃焼DB

産の連合体

実機ベース開発 モデルベース開発

研究拠点 HINOCA

SIP後はAICEが
維持管理負担

産学共通プラットフォーム

産産学学連携
産産連携

学学連携

SIPから継続

日本の産業競争力強化
・OEM個社の研究加速
・サプライヤ、ベンダーの

技術力強化

世界の燃焼・
内燃機関 研究者

HINOCA他MBD
ツール、

サブモデル進化

学連合 維持費用負担

データ提供

官が種を蒔き、産学で育て、産学で活用

リスペクト
世界が参照

消失リスク低減

進捗管理支援

データ提供者への
研究委託

限られた有識者
との早期論議

により研究加速
（学間相互活用）

フルオープンエリア

限定公開エリア

非公開
ワークスペース

エリア

マネージメントツール

持続的な産学連携体制の構築

SIP燃焼技術データベースのありたい姿

　本プロジェクトで構築された強固な産産学学連携体制がSIP終了後も維持発展するようプロジェクト期間中から議論を重ね、共通のプ

ラットフォームを基盤に産の連合体と学の連合体が持続的に連携する体制が構築された。

　体制面では、産の連合体であるAICEに対して、SIP終了後の学学連携を担う産学コンソーシアムが発足した。産学コンソーシアムは、日

本のアカデミアが持つサイエンスの力を最大限に活かし、産業界のエンジニアリングに繋げていくための仕組みを作ることを目的に設立

され、今後AICEと連携しながらSIPで築かれた産産学学連携をさらに進化させていく。

　また、共通プラットフォームとして、研究拠点、HINOCA、および研究成果データベースが本プロジェクトから引き継がれる。研究拠点は

産と学、研究機関、専門分野の垣根を越え、産産学学が融合して一つの大きな成果を創出することに対して有効に機能し、研究拠点の活用

によって創出された新知見や検証データは、HINOCAのサブモデル構築や精度向上に繋がった。

　また、これらの研究成果の散逸を防ぎ、SIP終了後も産学が活用しながらバージョンアップを続け燃焼研究を発展させるデータベースが

構築された。データベースが一過性のデータ格納とならずに有効に機能するよう、公開レベルを階層的に設定したデータベース構造の設

計、データの著作権取扱いを定めたポリシーおよびガイドラインの策定等、産学双方にとって価値のあるデータベース構築という観点で

整備された。

SIP 終了後も維持発展する産産学学連携体制
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